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（証券コード5617） 

2026年５月13日 

（電子提供措置の開始日 2026年５月７日） 

株 主 各 位 

三重県伊勢市小俣町湯田791番地３ 

株式会社ウィル・ドゥ 

代表取締役社長 澤田 真一 

 

第25期定時株主総会招集ご通知 

 

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。 

 さて、当社第25期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。 

 本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイトに「第25期定時株主総

会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。 

当社ウェブサイト https://www.willdo.co.jp/ir/ 

 

電子提供措置事項は、インターネット上の当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所ウェブサイトにも掲載しておりま

す。当社ウェブサイトにて、電子提供措置事項を閲覧できない場合には、以下の東京証券取引所ウェブサイト（東証上場

会社情報サービス）にアクセスしていただき、「銘柄名（会社名）」に「ウィル・ドゥ」又は「コード」に当社証券コー

ド「5617」を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集

通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。 

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show 

 

 なお、当日ご出席願えない場合は、お手数ながら後記「議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類」をご検討ください

まして、同封の委任状用紙に賛否をご表示いただき、ご押印のうえ、2026年５月28日（木曜日）午後６時までに当社へ到

着するようご返送くださいますよう、お願い申しあげます。 

敬具 

記 

 

１．日   時  2026年５月29日（金曜日）午後１時 

 

２．場   所  三重県伊勢市小俣町湯田791番地３ 当会社会議室 

 

３．目的事項     

  報告事項   第25期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）事業報告の内容報告の件 

  決議事項 

  第１号議案  第25期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）計算書類承認の件 

          

 以上 

 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

◎当日ご出席の際には、お手数ながら委任状用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。 

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。 
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（添付書類） 

事 業 報 告 

2025年３月１日から 

2026年２月28日まで 

 

 

１.会社の現況に関する事項 

（１）当期の経営成績の概況 

当事業年度における我が国経済は、インバウンド需要の拡大や賃上げによる所得環境の改善などがあり、景気回復の兆しが

見られる一方で、インフレの継続、資源・エネルギー価格の高騰など、国内外における経済的な見通しは不透明な状況が続いて

おります。 

美容業界においては、他業界と同様値上げの浸透に成功し客単価の維持や微増が続く一方で、インフレによる仕入れ原価の

高騰、人手不足、競争激化により倒産・廃業するサロン件数が高止まりしております。 

このような状況の中、当社は DXを通じてサロン経営を支援するため、美容業界向け顧客管理システム「サロンズソリューション」、

電子カルテサービス「ペンギンカルテ」、電子契約書サービス「けいやくん」を提供してまいりました。 

「サロンズソリューション」、電子カルテサービス「ペンギンカルテ」、電子契約書サービス「けいやくん」において、よりセキュアに

ご利用いただけるよう認証基盤の強化を行い二要素認証の導入、アカウント管理機能の強化を実施いたしました。 

また、「サロンズソリューション」においてはサロンにおけるロイヤルカスタマー創出支援のためのポイントや会員ランク機能の拡

充、サロンの日常的な業務である予約登録に関する機能改善等をサロンやユーザの利便性向上に寄与する機能を多数リリース

いたしました。 

電子カルテサービス「ペンギンカルテ」はカルテから業務の時短に寄与するカルテ検索機能等の機能改善を実施いたしました。 

これらの結果、当事業年度の売上高は 757,637 千円（前年同期比 16.5％増）、営業利益は 198,628 千円（同 138.0％増）、経

常利益は 198,731千円（同 90.8％増）、当期純利益は 138,117千円（同 92.0％増）となりました。 

なお、当社は単一セグメントのため、セグメント別の業績等の記載は省略しております。 

 

（２）設備投資の状況 

当事業年度において、実施した設備投資等の総額は、204千円であり、当該内容は、機器204千円であります。重

要な設備の除却、売却等はありません。 

 

（３）資金調達の状況 

該当事項はありません。 

 
（４）財産及び損益の状況                                 （単位：千円） 

区分 
第22期 第23期 第24期 第25期 

(2023年２月期) (2024年２月期) (2025年２月期) (2026年２月期) 

売上高 590,345 622,344 650,215 757,637 

当期純利益 33,466 52,647 71,935 138,117 

１株当たり 

当期純利益（円） 
167.33 263.24 359.68 690.59 

総資産 351,409 463,512 543,059 705,715 

純資産 158,667 211,314 283,249 421,367 

当社は、2023年９月15日の臨時株主総会決議に基づき、同日付で普通株式１株につき、1,000株の割合で株式分割を実施

しております。当該株式分割が2023年２月期の期首に行われたと仮定して１株当たり当期純利益を算定しております。 
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（５）対処すべき課題 

①サービス機能の拡充 

当社が競合優位性を確保しながら継続的に成長するためには、顧客満足度の向上に加えて、サービスの提供する価値を高

め、継続的に新規顧客を獲得していくことが重要であると認識しております。当社サービスの利便性を高めるためには、基幹シ

ステムである「Salons Solution」を主軸に周辺サービスの拡充及び、新たな提供サービスの開発・展開を推進し、既存サービス

である「Salons Solution」、「ペンギンカルテ」、「けいやくん」の価値向上に努めるとともに、サブスクリプションモデルによる収益

基盤の強化を図ってまいります。  

 

②システムの安定稼働と強化、情報管理体制の強化 

当社は、インターネット技術を活用して事業を運営していることから、事業運営上、システムの安定稼働が極めて重要である

と認識しております。このため、当社は顧客の増加、取扱データ容量の拡大に応じたサーバーの増強を含め、システムの安定

化のため継続的にシステム強化に取り組んでまいります。 

また当社は、多くの情報資産に接することが多いため、情報管理体制を継続的に強化していくことが重要であると考えており

ます。新たに取得いたしました情報セキュリティマネジメントの国際規格「ISO/IEC 27001」（認証番号 ICMS-SR0702）およびク

ラウドセキュリティのガイドライン「ISO/IEC 27017」（認証番号 Cloud-SR0702 (JIS Q 27001 認証番号：ICMS-SR0702)）の維持

管理を通じて、社内規程の厳格な運用、定期的かつ継続的な社内研修の実施、セキュリティシステムの整備等を行うことにより、

社内管理体制の整備を図ってまいります。  

 

③組織体制の強化  

当社は、顧客基盤の拡大、サービスの利便性向上及び新規サービスの開発等により継続的に成長していくため、多岐にわ

たるバックグラウンドを有する優秀な人材を採用し、組織体制の強化を整備していくことが重要であると考えております。当社の

理念に共感し、高い意欲を持った優秀な人材を採用していくためには、積極的な採用活動を行っていくとともに、従業員が働

きやすい環境の整備に努めてまいります。 

 

④内部管理体制の強化 

当社は成長段階にあり、事業規模に応じた業務運営の効率化やリスク管理のための内部管理体制の強化が重要な課題で

す。従来より当社は社外取締役の選任、内部監査の強化などを通じて、コンプライアンス強化に努めておりますが、今後も内部

統制の実効性を高め、当社のコーポレート・ガバナンス体制をより一層整備してまいります。 

 

株主の皆様におかれましては、今後も変わらぬご支援を賜りますよう心よりお願い申しあげます。 

 

（６）重要な子会社の状況 

   該当事項はありません。 

 

（７）主要な事業内容（2026年２月28日現在） 

 

事業区分 事業内容 

Salons Solution事業 エステティックサロン、美容医療、理美容室等運営事業者へ

のシステム開発、販売、サポート 

 

 

（８）主要な営業所（2026年２月28日現在） 

本  社  三重県伊勢市小俣町湯田791番地３ 

東京支店  東京都千代田区六番町13番地 

 

（９）従業員の状況（2026年２月28日現在） 

従業員数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数 

36名（１名） １名増(１名減) 40.0 歳 7.9 年 

（注）臨時使用人数（パート・アルバイトを含む。）は、（ ）外書で記載しております。 
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（10）主な借入先（2026年２月28日現在） 

借入先 借入額 

株式会社百五銀行 78,160 千円 

 

（11）その他会社の現況に関する重要な事項 

該当事項はありません。 
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２．会社の株式に関する事項（2026年２月28日現在） 

（１）発行可能株式総数   800,000株 

（２）発行済株式の総数   200,000株 

（３）株主数        10名 

（４）大株主（上位10名） 

株 主 名 持株数 持株比率 

合同会社ドゥーイング  69,000 株 34.50 ％ 

浅井 啓行 36,000  18.00  

澤田 さくら 24,000  12.00  

澤田 昻太朗 24,000  12.00  

浅井 伸之輔 20,000  10.00  

澤田 真一 19,900  9.95  

島田 貴代 3,000  1.50  

石黒 哲明 2,000  1.00  

ライツキャピタル株式会社 2,000  1.00  

ラテラル・シンキング株式会社 100  0.05  

 

３．会社の新株予約権等の状況 

該当事項はありません。 

 

４．会社役員に関する事項 

（１）取締役及び監査役の状況（2026年２月28日現在） 

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況 

代表取締役社長 澤田 真一  

取締役 浅井 啓行 営業統括 

取締役 島田 貴代 財務・経理担当 

取締役 三宅 雄也 技術部長 最高技術責任者 

取締役   後藤 真菜美 営業部長 

    社外取締役 石黒 哲明 一般社団法人 日本中小企業経営者協会 代

表理事 

監査役 齊藤 健太郎 齊藤公認会計士事務所 

（注）１.齊藤健太郎氏は社外監査役であります。公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関す

る相当程度の知見を有するものであります。 

２.責任限定委契約の内容の概要 

当社は、監査役との間で、会社法第423条第１項の責任につき、善意でかつ重大な過失のないとき
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は、同法第425条第１項各号の定める額の合計額を限度として責任を負担する旨を定めた契約を締

結しております。 

 

 

（２）取締役及び監査役の報酬等の総額等 

 

役員区分 
報酬等の総額 

（千円） 

報酬等の種類別の総額（千円） 
対象となる役員

の員数（人） 基本報酬 
業績連動報

酬等 

非金銭報酬

等 

取締役 

（社外取締役を除く） 
196,320 196,320 ― ― ５ 

社外役員 

（監査役を含む） 
7,200 7,200 ― ― ２ 

（注）１. 取締役の金銭報酬の額は2022年５月31日開催の第21期定時株主総会において年額500百万円以内

と決議されております（使用人兼取締役の使用人分給与は含まない）。当該定時株主総会終結時

点の取締役の員数は７名です。 

監査役の金銭報酬の額は2022年５月31日開催の第21期定時株主総会において年額20百万円以内と

決議されております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は１名です。 

２.取締役会は 、代表取締役社長澤田真一に各取締役の報酬等の額の決定を委任しております。委

任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門において評価を行うには代表

取締役が適していると判断したためであります。 

３.社外役員に関する事項 

当事業年度における主な活動状況 

当事業年度開催の取締役会全てに出席し、これまでの豊富な経験・見地から、議案審議につき、

適宜発言を行っております。 

 

本事業報告に記載の金額は、表示単位未満を切り捨てております。また比率は表示単位未満を四捨五入して

おります。 
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貸 借 対 照 表 

（2026年２月28日） 
（単位：千円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

資産の部 負債の部  

  流動資産    流動負債  

    現金及び預金 369,960     買掛金 539 

    売掛金 9,683     1年内返済予定の長期借入金 10,080 

    商品 681     未払金 33,882 

  仕掛品 14     未払費用 878 

   前払費用 27,567   未払法人税等 45,999 

  未収入金 41,528     未払消費税等 25,025 

  その他 77   契約負債 84,026 

    流動資産合計 449,514   預り金 9,978 

  固定資産      賞与引当金 5,858 

  有形固定資産       流動負債合計 216,268 

      建物 71,250  固定負債  

      構築物 4,503   長期借入金 68,080 

   工具、器具及び備品 1,975    固定負債合計 68,080 

   土地 30,612  負債合計 284,348 

      有形固定資産合計 108,342 純資産の部  

    無形固定資産    株主資本 

   ソフトウェア 33,300  資本金 10,000 

   ソフトウェア仮勘定 2,278   利益剰余金 411,367 

      無形固定資産合計 35,578  株主資本合計 421,367 

    投資その他の資産    純資産合計 421,367 

      繰延税金資産 15,267       

   長期前払費用 468    

   敷金及び保証金 296     

      保険積立金 96,248    

      投資その他の資産合計 112,280       

    固定資産合計 256,200       

資産合計 705,715 負債純資産合計 705,715 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。  
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損 益 計 算 書 

2025年３月１日から 

2026年２月28日まで 

（単位：千円） 

科  目 金  額 

売上高 757,637 

売上原価 78,311 

売上総利益 679,326 

販管費及び一般管理費 480,697 

営業利益 198,628 

営業外収益 

  受取利息 496 

 匿名組合投資利益 594 

  営業外収益合計 1,090 

営業外費用 

  支払利息 987 

  営業外費用合計 987 

経常利益 198,731 

特別利益 

 固定資産売却益 65 

 特別利益合計 65 

税引前当期純利益 198,796 

法人税、住民税及び事業税 64,670 

法人税等調整額 △3,991 

当期純利益 138,117 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

2025年３月１日から 

2026年２月28日まで 
（単位：千円） 

      

 株主資本 

純資産合計 
 

資本金 

利益剰余金 

株主資本合計  その他利益剰余金 
利益剰余金合計 

 繰越利益剰余金 

当期首残高 10,000 273,249 273,249 283,249 283,249 

当期変動額      

当期純利益  138,117 138,117 138,117 138,117 

当期変動額合計  138,117 138,117 138,117 138,117 

当期末残高 10,000 411,367 411,367 421,367 421,367 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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注記事項 

(重要な会計方針) 

1． 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法を採用しております。 

なお、匿名組合への出資については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持

分相当額を純額で取り込む方式によっております。 

 

2． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

評価基準は原価法(貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)によっております。  

商品  個別法 

仕掛品 個別法 

 

3． 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法を採用しております。ただし、1998 年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 2016 年４月１日以降に

取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物            ８年～38年 

構築物          20年 

工具、器具及び備品 ４年～15年 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

自社利用のソフトウエア 

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。 

 

4． 繰延資産の処理方法 

社債発行費 

支出時に全額費用として処理しております。 

 

5． 引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

なお、一般債権については貸倒実績がなく、貸倒懸念債権等特定の債権もないため引当金は設定しておりません。 

（２）賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上しております。 

 

6． 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を充足する通常の

時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

当社は、主に美容業界向け顧客管理システム「Salons Solution」、電子カルテサービス「ペンギンカルテ」、電子契約書サービ

ス「けいやくん」を月額制クラウドサービスとして提供しており、『利用サービス』、『導入サービス』、『個別サービス』、『関連製品の

販売』に分類し、収益を認識しております。 

 

①利用サービス 

利用サービスは、当社の月額制クラウドサービスを契約期間にわたって顧客に提供するものであります。当該サービスの履

行義務は、サービスを提供する期間にわたり充足されると判断していることから、サービスを提供する期間に応じて収益を認識

しております。 
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②導入サービス 

導入サービスは、当社の月額制クラウドサービスを顧客へ導入するに際しての各種設定等を行うものであります。当該サービ

スの履行義務は、月額制クラウドサービスが正常に稼働し顧客が検収した時点で充足されると判断していることから、顧客の検

収時点で収益を認識しております。 

③個別サービス 

個別サービスは、主に当社の月額制クラウドサービスについて、顧客のニーズに合わせたカスタマイズ開発を個別に行うもの

であります。当該サービスの履行義務は、個別開発の期間にわたり充足されると判断していることから、履行義務の充足に係る

進捗度に基づき収益を認識し、進捗度の見積りの方法は、見積原価総額に対する実際原価の割合（インプット法）で算出して

いますが、少額またはサービス提供開始から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短いものは、代替

的な取り扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識することはせず、顧客の検収時点で収益を認識しております。 

④関連製品の販売 

関連製品の販売は、当社の月額制クラウドサービスを利用するにあたって必要となる関連製品を顧客に販売するものであり

ます。当該サービスの履行義務は、当該製品を顧客が検収した時点で充足されると判断していることから、顧客の検収時点で

収益を認識しております。なお、関連製品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の事業者が

提供する製品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収益として認識しております。 

 

 （貸借対照表関係） 

１．担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

 
当事業年度 

(2026年２月 28日) 

建物 71,250千円 

構築物 4,503千円 

土地 30,612千円 

計 106,366千円 

 

担保付債務は次のとおりであります。 

 
当事業年度 

(2026年２月 28日) 

１年内返済予定の長期借入金 10,080千円 

長期借入金 68,080千円 

計 78,160千円 

当該資産の根抵当権に係る極度額は 100,000千円であります。 

 

２．有形固定資産の減価償却累計額     10,194千円 

 

（株主資本等変動計算書関係） 

当事業年度 （自 2025年３月１日 至 2026年２月 28日） 

1． 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

株式の種類 
当事業年度 

期首株式数（株） 

当事業年度 

増加株式数（株） 

当事業年度 

減少株式数（株） 

当事業年度末 

株式数（株） 

普通株式 200,000 — — 200,000 

合計 200,000 — — 200,000 

 

2． 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

 

3． 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 
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4． 配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 

(金融商品関係) 

１． 金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に関する取組方針 

当社は、毎期策定している営業計画書に照らして、運転資金、設備資金についてはまず営業キャッシュ・フローで獲得した資

金を投入し、不足分について必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で

運用しております。 

 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。 

営業債務である買掛金及び未払金の多くは、６か月以内の支払期日であります。借入金及び社債は運転資金及び設備投資

の調達を目的としたものであり、返済又は償還の期日は決算日後、最長で８年後であります。 

 

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

当社では、社内規程に従い、営業債権について、取引先の信用度に基づき販売限度額を定めると同時に、期日管理・残高

管理を行っております。取引先の信用状態については定期的に見直しを行い、販売限度額の更新を行う体制にしております。 

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理   

短期借入金及び長期借入金に係る支払い金利の変動リスクを制御するために、金利スワップ取引等を利用する場合がありま

す。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社では、営業債務について適時に資金繰り表を作成することにより、流動性リスクを管理しております。 

 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変

動することもあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

当事業年度（2026年２月 28日） 

 貸借対照表計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

（１）敷金及び保証金 296 273 △22 

資産計 296 273 △22 

 ※１ 現金及び預金、売掛金、未収入金、買掛金、未払金、未払法人税等、未払消費税等、預り金については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

※２ 長期借入金（１年内返済予定を含む）については、短期間で市場金利を反映しているため時価が帳簿価額に近似するもの

であることから、記載を省略しております。 

※３ 匿名組合に対する出資金（貸借対照表計上額(未払金) 4,955 千円）については、「時価の算定に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第 31号 2021年６月 17日）第 24-16項に基づき、時価開示の対象としておりません。 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対象とな

る資産又は負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプットを用

いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう

ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

(１)  時価で貸借対照表に計上している金融商品 
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   当事業年度（2026年２月 28日） 

該当事項はありません。 

 

(２) 時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

当事業年度（2026年２月 28日） 

区分 
時価(千円) 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

敷金及び保証金 - 273 - 273 

資産計 - 273 - 273 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

敷金及び保証金 

敷金及び保証金の時価は、合理的に見積もった返還予定時期に基づき、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な利

率を基に割引現在価値法で算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

 

（税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 当事業年度 

（2026年２月 28日） 

繰延税金資産  

 賞与引当金 2,273千円 

 未払事業税 4,473千円 

 匿名組合出資金 1,771千円 

 減価償却超過額 6,748千円 

繰延税金資産合計 15,267千円 

 

(１株当たり情報) 

 

当事業年度 

(自  2025年３月１日 

 至  2026年２月 28日) 

１株当たり純資産額 2,106円 84銭 

１株当たり当期純利益 690円 59銭 

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

項目 

当事業年度 

(自  2025年３月１日 

 至  2026年２月 28日) 

当期純利益(千円) 138,117 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 

普通株式に係る当期純利益(千円) 138,117 

普通株式の期中平均株式数(株) 200,000 

 

（重要な後発事象） 

保険解約による特別利益の計上 

当社は 2026 年２月 13 日開催の取締役会において財務体制の強化及びキャッシュ・フロー向上の観点から一部の保険契約を解

約することを決議し、2026 年 3 月 23 日に解約しました。また、2026 年３月 12 日開催の取締役会において、他の保険契約について

も解約することを決議し、2026 年 4 月 13 日に解約しました。これに伴い、2027 年２月期に特別利益 91 百万円を計上する見込みで

す。  
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監 査 役 監 査 報 告 書 

  

2026年５月１日 

株式会社ウィル・ドゥ 

 監査役  齊藤 健太郎㊞ 

 

私は、2025年３月１日から2026年２月28日までの第25期事業年度に係る事業報告、計算書類、これらの附属明細書その

他取締役の職務執行を監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。 

 

１．監査の方法及びその内容 

私は、監査方針、監査基準及び監査計画を定めた上で監査を実施しました。監査にあたっては、管理部の職員を補助と

して使用して調査等を行いました。 

具体的には、取締役、内部監査部門及びその他使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努める

とともに、取締役会その他の重要な会議に出席し、会計帳簿、会計書類、重要な決裁文書及び報告書を閲覧し、当社の取

締役及び使用人等から、職務の執行状況等について定期的に報告を受け、また、随時説明を求めるとともに、事業所に赴

き実地調査を行いました。 

 

２．監査の結果 

(1) 事業報告及びその附属明細書は法令及び定款に従い当社の状況を正しく表示しています。 

(2) 取締役の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実はありません。 

(3)計算書類とその附属明細書は当社の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しています。 

 

以上 

 

（注）監査役齊藤健太郎は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 
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議決権の代理行使の勧誘に関する参考書類 

 

１．議決権の代理行使の勧誘者 株式会社ウィル・ドゥ 

 代表取締役社長 澤田 真一 

２．議案及び参考事項 

 第１号議案 第25期（2025年３月１日から2026年２月28日まで）計算書類承認の件 

 会社法第438条第２項に基づき、当社第25期の計算書類のご承認をお願いするものであります。 

議案の内容につきましては、添付書類（７頁から13頁まで）に記載のとおりであります。 

取締役会といたしましては、第25期の計算書類が、法令及び定款に従い、会社財産及び損益の状況を正し

く示しているものと判断しております。 

以上 


